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令和６年度「地域の未来予測」作成支援等補助金交付要領（案） 

 

（通則） 

第１条 「地域の未来予測」作成支援等補助金（以下「補助金」という。）の

取扱いについては、三重県補助金等交付規則（昭和３７年三重県規則第３４

号。以下「規則」という。）及び政策企画部関係補助金等交付要綱（令和５

年三重県告示第２３５号）に定めるもののほか、この要領の定めるところに

よる。 

 

（目的） 

第２条 この補助金は、地域における行政需要や経営資源に関する長期的な変

化の見通しを立てる「地域の未来予測」等の整理に要する費用を補助するこ

とにより、持続可能な行政サービスを提供していくために今後必要となる方

策についての市町の検討を支援することを目的とする。 

 

（定義） 

第３条 この要領において「地域の未来予測」とは、市町が、その地域におけ

る行政需要や経営資源に関する長期的な変化の見通しを、客観的なデータを

基に整理したものをいう。 

 

（補助事業） 

第４条 補助金の交付対象となる事業は、市町が行う事業で、次の各号に掲げ

る事業とする。 

（１）「地域の未来予測」の作成 

地域における行政需要や経営資源に関する長期的な変化の見通しを、客 

観的なデータを基に整理する取組 

（２）「地域の未来予測」の活用 

「地域の未来予測」を踏まえ、今後必要となる方策について地域で検討す

る取組 

 

（補助対象経費） 

第５条 知事は、補助事業を実施するために必要な経費のうち、補助金交付の

対象として認める経費（以下「補助対象経費」という。）について、予算の

範囲内で補助金を交付する。 

２ 補助対象経費は、補助事業の実施に要する経費とする。ただし、次に掲げ

る経費を除く。 
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（１）対象市町及び一部事務組合等の職員の給与又は給与に相当する経費 

（２）飲食に要する経費 

（３）出資、出損及び貸付に要する経費 

（４）土地の取得、賃借及び補償に要する経費 

（５）施設整備及び備品等の取得をする場合の登記、登録及び保険等の諸経費 

（６）その他知事が不適当と認める経費 

３ 他の補助金等による経費措置を受けている事業又は受ける予定のある事

業については、申請することができない。ただし、既に他の補助金等で支援

されている事業と一定の整理がなされており、事業内容が区別できる場合及

び他の補助金などにおいて補助対象外となっている経費については補助対象

とする。 

 

（補助率等） 

第６条 補助金の額は、補助対象経費の２分の１以内、かつ、１市町当たり１

００万円以内とし、予算の範囲内で交付する。 

 

（交付の申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする市町長は、知事が別に定める期日まで

に、交付申請書（様式第１号）を知事に提出しなければならない。 

 

（補助事業の着手時期） 

第８条 補助事業の着手は、原則として交付決定のあった日以降でなければな

らない。ただし、事業の性格上やむを得ない理由があると知事が認めた場合

は、この限りでない。 

２ 前項ただし書の規定により交付決定前に事業に着手しようとする市町長は、

前条の規定により提出する交付申請書に事前着手理由書（様式第２号）を添

付するものとする。 

 

（交付決定） 

第９条 知事は、第７条の規定による交付申請書の提出があったときは、審査

の上、補助金を交付すべきものと認めたものについて、交付の決定を行い、

補助金の交付を受けようとする市町長に通知するものとする。 

２ 知事は、第１項の交付の決定に際して、必要な条件を付すことができる。 

 

（申請の取下げ等） 

第１０条 市町長は、前条第１項の規定による通知を受けた場合において、当
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該通知の内容又はこれに付された条件に不服があり、補助金の交付申請を取

り下げようとするときは、当該通知を受けた日から１５日以内にその旨を記

載した書面を知事に提出しなければならない。 

 

（補助事業の変更） 

第１１条 市町長は、補助事業の内容及び補助対象経費の額を変更（軽微な変

更を除く。）しようとするときは、あらかじめ、事業内容等変更承認申請書

（様式第３号）を知事に提出し、その承認を得なければならない。 

なお、軽微な変更とは、補助対象経費の２０パーセントを超えない額の変

更をいう。 

２ 知事は、前項の承認をする場合において、必要に応じ交付決定の内容を変

更し、又は条件を付すことができる。 

 

（補助事業の中止又は廃止） 

第１２条 市町長は、補助事業を中止又は廃止しようとするときは中止（廃止）

承認申請書（様式第４号）を知事に提出し、その承認を受けなければならな

い。 

 

（状況報告） 

第１３条 市町長は、知事が必要と認めて要求したときは、遂行状況報告書（様

式第５号）を知事が要求する期日までに提出しなければならない。 

 

（実績報告） 

第１４条 市町長は、補助事業を完了（廃止の承認を受けた場合を含む。）し

た場合にあっては、事業完了の日から起算して３０日を経過した日又は交付

決定があった年度の３月３１日のいずれか早い日までに実績報告書（様式第

６号）を知事に提出しなければならない。 

 

（補助金の額の確定） 

第１５条 知事は、前条の規定による実績報告書の提出を受けた場合において、

その実績報告書の審査及び必要に応じて行う調査により、補助事業の実施結

果が補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたと

きは、交付すべき補助金の額として確定し、市町長に通知するものとする。 

 

（補助金の支払） 

第１６条 補助金の支払は、前条の規定により交付すべき補助金の額を確定し
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た後に行うものとする。 

２ 市町長は、前項により補助金の支払を受けようとするときは請求書（様式

第７号）を知事に提出しなければならない。 

 

（交付決定の取消等） 

第１７条 知事は、第１２条の補助事業の中止又は廃止の申請があった場合及

び次の各号のいずれかに該当する場合には、第９条の交付の決定の全部若し

くは一部を取消し、又は変更することができる。 

（１）市町長が、法令、この要領、補助金の交付の決定の内容又は法令若しく

はこの要領に基づく知事の処分若しくは指示に違反した場合 

（２）市町長が、補助金を補助事業以外の用途に使用した場合 

（３）市町長が、補助事業に関して不正、怠慢、虚偽、その他不適当な行為を

した場合 

（４）補助金の交付の決定後生じた事情により、補助事業の全部又は一部を継

続する必要がなくなった場合 

２ 知事は、前項の規定により第９条の交付の決定の取消しを行った場合にお

いて、既に当該取消しに係る部分に対する補助金が交付されているときは、

交付した補助金の全部又は一部の返還を命ずるものとする。 

 

（財産の管理等） 

第１８条 市町長は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産（以下

「取得財産等」という。）については、補助事業の完了後においても、善良

な管理者の注意をもって管理し、補助金交付の目的に従って、その効率的運

用を図らなければならない。 

２ 取得財産等を処分することにより、収入があり、又は収入があると見込ま

れるときは、知事は、補助事業者に対し、交付した補助金の全部又は一部に

相当する額を県に納付させることができる。 

 

（財産の処分等） 

第１９条 取得財産等のうち規則第２０条第１項第２号の規定により、知事が

定める機械及び重要な器具は、１件の取得価額又は効用の増加価額が５０万

円以上の機械及び重要な器具とする。 

２ 市町長は、規則第２０条第１項ただし書きの規定により定められた期間中

において、処分を制限された取得財産等を処分しようとするときは、あらか

じめ財産処分承認申請書（様式第８号）を知事に提出し、その承認を受けな

ければならない。 



5 

 

 

 

（補助金の経理） 

第２０条 市町長は、補助事業に要した費用について他の経理と明確に区分し、

その収支に関する帳簿を備え、その支出内容を証する書類を整備し、並びに

これらの帳簿及び書類を当該全事業完了の年度の翌年度から５年間保存して

おかなければならない。 

 

（その他） 

第２１条 この要領に定めるもののほか、補助金の取扱いに関し必要な事項は、

その都度別に定めるものとする。 

 

附則 

 この要領は、令和６年４月１日から施行し、令和６年度分の補助金から適用

する。 



様式第１号（第７条関係） 

 

番      号  

令和 年 月 日 

 

三重県知事  あて 

 

市町長    

 

 

令和６年度「地域の未来予測」作成支援等補助金交付申請書 

 

 令和６年度において、「地域の未来予測」作成支援等補助金の交付を受けた

いので、令和６年度「地域の未来予測」作成支援等補助金交付要領第７条の規

定により、下記のとおり提出します。 

 

記 

 

１ 補助金交付申請額 

 

 

２ 補助事業の完了予定日 

 

 

３ 関係書類 

・事業計画書（添付様式１） 

・収支予算書（添付様式２） 

・その他知事が必要と認める書類 



 

 

（添付様式１） 

 

令和６年度「地域の未来予測」作成支援等補助金 事業計画書 

 

１ 事業計画の内容 

事業の背景 

 

事業の概要 

 

事業により見込まれる効果 

 

 

２ 事業実施期間 

令和  年  月  日から令和  年  月  日まで  

担 

当 

者 

所属  

職・氏名  

電話  

電子メール  

 

 

※欄が不足する場合は、適宜別紙（A4 サイズ）を添付してください。 



（添付様式２） 

 

令和６年度「地域の未来予測」作成支援等補助金事業収支予算書 

 

１ 収入                          （単位：円） 

区分 予算額 備  考 

「地域の未来予測」作

成支援等補助金 
  

一般財源   

その他（具体的に記

入） 
  

合  計  ― 

 

２ 支出                          （単位：円） 

 科  目 予算額 積  算  基  礎 

交

付

対

象

経

費 

  ※「○円×○回＝○円」など、詳

細に記入してください。 

 

計  ― 

交

付

対

象

外

経

費 

  ※「○円×○回＝○円」など、詳

細に記入してください。 

計  ― 

 合  計  ― 

 

※欄が不足する場合は、適宜別紙（A4 サイズ）を添付してください。 



様式第２号（第８条関係） 

 

 

事前着手理由書 

 

 

１ 補助金名 

  令和６年度「地域の未来予測」作成支援等補助金 

 

 

２ 事前着手（予定）日 

  令和  年  月  日 

 

 

３ 事前着手をする必要がある理由 



様式第３号（第１１条関係） 

 

番      号 

令和 年 月 日 

 

三重県知事  あて 

 

市町長    

 

 

令和６年度「地域の未来予測」作成支援等補助金 

事業内容等変更承認申請書 

 

令和  年  月  日付け三重県指令政企第   号で交付の決定を受け

た補助事業の内容を変更したいので、令和６年度「地域の未来予測」作成支援

等補助金交付要領第１１条第１項の規定により、下記のとおり申請します。 

 

記 

 

１ 追加交付（一部取消）申請額   金      円 

   内訳 補助金既交付決定額      金      円 

      変更後補助金所要額      金      円 

 

２ 変更の内容 

（変更部分：下線で示すこと） 

変更後 変更前 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 変更の理由 

 

 

４ 関係書類 

 ・変更後収支予算書（添付様式３） 



（添付様式３） 

 

令和６年度「地域の未来予測」作成支援等補助金事業 

変更後収支予算書 

 

１ 収入                          （単位：円） 

区分 予算額 変更後予算額 備  考 

「地域の未来予

測」作成支援等

補助金 

 

 

 

一般財源    

その他（具体的

に記入） 
 

 
 

合  計   ― 

 

２ 支出                          （単位：円） 

 科  目 予算額 変更後予算額 積  算  基  礎 

交

付

対

象

経

費 

   ※「○円×○回＝○円」

など、詳細に記入してく

ださい。 

 

計   ― 

交

付

対

象

外

経

費 

   ※「○円×○回＝○円」

など、詳細に記入してく

ださい。 

計   ― 

 合  計   ― 

 

※欄が不足する場合は、適宜別紙（A4 サイズ）を添付してください。 



様式第４号（第１２条関係） 

 

番      号  

令和 年 月 日 

 

三重県知事  あて 

 

市町長    

 

 

令和６年度「地域の未来予測」作成支援等補助金に係る事業の 

中止（廃止）承認申請書 

 

令和  年  月  日付け三重県指令政企第   号で交付の決定を受け

た補助事業を中止（廃止）したいので、令和６年度「地域の未来予測」作成支

援等補助金交付要領第１２条の規定により、下記のとおり申請します。 

 

記 

 

１ 事業中止（廃止）の発生年月日 

 

 

２ 事業を中止（廃止）する理由 

 



様式第５号（第１３条関係） 

 

番      号  

令和 年 月 日 

 

三重県知事  あて 

 

市町長    

 

 

令和６年度「地域の未来予測」作成支援等補助金に係る遂行状況報告書 

 

令和  年  月  日付け三重県指令政企第   号で交付の決定を受け

た補助事業について、「地域の未来予測」作成支援等補助金交付要領第１３条

の規定により、下記のとおり状況を報告します。 

 

記 

 

１ 交付決定額        金     円 

２ 補助事業着手年月日    令和  年  月  日 

３ 補助事業完了予定年月日  令和  年  月  日 

４ 補助事業の遂行状況（令和 年 月 日現在） 

 

 

５ その他知事が必要と認める書類 



様式第６号（第１４条関係） 

 

番      号  

令和 年 月 日 

 

三重県知事  あて 

 

市町長    

 

 

令和６年度「地域の未来予測」作成支援等補助金に係る事業の 

実績報告書 

 

令和  年  月  日付け三重県指令政企第   号で交付の決定を受け

た補助事業を完了したので、令和６年度「地域の未来予測」作成支援等補助金

交付要領第１４条の規定により、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 交付決定（変更承認）額 

              円 

 

２ 補助金精算額 

              円 

 

３ 補助事業完了年月日 

令和  年  月  日 

 

４ 関係書類 

・事業成果報告書（添付様式４） 

・収支決算書（添付様式５） 

 



 

 

（添付様式４） 

 

令和６年度「地域の未来予測」作成支援等補助金 事業成果報告書 

 

１ 事業実施期間 

令和  年  月  日から令和  年  月  日まで 

 

２ 事業の実施内容及び成果（令和  年  月  日現在） 

 

実施内容 

 

成果 

 

 

 

※欄が不足する場合は、適宜別紙（A4 サイズ）を添付してください。 



（添付様式５） 

 

令和６年度「地域の未来予測」作成支援等補助金事業収支決算書 

 

１ 収入                          （単位：円） 

区分 決算額 備  考 

「地域の未来予測」作

成支援等補助金 
  

一般財源   

その他（具体的に記

入） 
  

合  計  ― 

 

２ 支出                          （単位：円） 

 科  目 決算額 積  算  基  礎 

交

付

対

象

経

費 

  ※「○円×○回＝○円」など、詳

細に記入してください。 

※単価５０万円以上の備品等を購

入した場合には、記入してくださ

い。 

 

計  ― 

交

付

対

象

外

経

費 

  ※「○円×○回＝○円」など、詳

細に記入してください。 

計  ― 

 合  計  ― 

 

 ※単価５０万円以上の備品等を購入した場合は、記入してください。 

備品名 単価（①） 数量（②） 経費（①×②） 

    

    

 

※欄が不足する場合は、適宜別紙（A4 サイズ）を添付してください。 



様式第７号（第１６条関係） 

 

令和 年 月 日 

 

 

三重県知事  あて 

 

市町長    

 

 

令和６年度「地域の未来予測」作成支援等補助金請求書 

 

令和  年  月  日付け三重県指令政企第   号で交付の決定を受け

た令和６年度「地域の未来予測」作成支援等補助金について、令和６年度「地

域の未来予測」作成支援等補助金交付要領第１６条第２項の規定により、下記

のとおり請求します。 

 

記 

 

請求額    金        円 

 

 

 

【振込先】 

金融機関名：  銀行  支店 

預 金 種 目： 普通・当座 

口 座 番 号： 

口座名義（フリガナ）： 

 

 

 

 発行責任者（担当課長など）および担当者  ※押印省略する場合のみ記入 

・発行責任者 ○○ ○○（連絡先 ○○○－○○○－○○○○） 

・担当者   ○○ ○○（連絡先 ○○○－○○○－○○○○） 



様式第８号（第１９条関係） 

 

番      号  

令和 年 月 日 

 

三重県知事  あて 

 

市町長    

 

 

令和６年度「地域の未来予測」作成支援等補助金に係る 

財産処分承認申請書 

 

 令和  年  月  日付け三重県指令政企第   号で交付の決定を受け

た補助事業について、令和６年度「地域の未来予測」作成支援等補助金交付要

領第１９条第２項の規定により、下記のとおり財産処分の承認を申請します。 

 

記 

 

１ 財産の名称及び取得年月日 

 

２ 取得価格及び時価 

 

３ 処分方法（売却の場合：売却先及び売却価格） 

 

４ 処分の理由 

 


